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コンセンサス＋

3.533％を下回る公算が大きい
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米雇用の質

U6)と失業率(U3)
U6)

：通常の失業者に加えて、正規雇用を探しているがパートタイムで働いてい

る人や過去１年間に求職活動を行った人を失業者としてカウント
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16 17 18 19

ヵ月移動平均

ヵ月移動平均

％（前月同＋0.3％：速報の＋

下回ったものの、上昇傾向を維持している

％、前年比＋3.2％）。労働市場の逼迫が持続するなか、生産性の

形で賃金は緩やかに上昇している。 

％（前月 3.6％）

が、職探しを諦めた人が労働市場に再参入した影響である。仮に、労働参加率が

％に低下していた。また、

3.533％程度の

大幅に下回っている。

前回の景気拡大局面での最低値を下回っている

加ペースを引き続き上回って拡大しており、失業率は低い水準で推移している。

＋2.6％）が

を下回る公算が大きい
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米雇用の質

U3)の差

：通常の失業者に加えて、正規雇用を探しているがパートタイムで働いてい

る人や過去１年間に求職活動を行った人を失業者としてカウント
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（出所）米労働省

速報の＋0.2

下回ったものの、上昇傾向を維持している

％）。労働市場の逼迫が持続するなか、生産性の

％）と上昇し、

が、職探しを諦めた人が労働市場に再参入した影響である。仮に、労働参加率が

また、小数点第３位

の低い水準で推移している

っている。さらに

前回の景気拡大局面での最低値を下回っている

加ペースを引き続き上回って拡大しており、失業率は低い水準で推移している。

が潜在成長率（＋

を下回る公算が大きい。同様に雇用は、
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：通常の失業者に加えて、正規雇用を探しているがパートタイムで働いてい

る人や過去１年間に求職活動を行った人を失業者としてカウント
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月4.4％
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前年比
３ヵ月移動平均・３ヵ月前対比年率

平均時給の推移

（出所）米労働省

0.2％から上方修正

下回ったものの、上昇傾向を維持している（市場予想前月比＋

％）。労働市場の逼迫が持続するなか、生産性の

上昇し、市場予想中央値

が、職探しを諦めた人が労働市場に再参入した影響である。仮に、労働参加率が

小数点第３位では3.

で推移している

さらに、広義の失業率（Ｕ

前回の景気拡大局面での最低値を下回っている。

加ペースを引き続き上回って拡大しており、失業率は低い水準で推移している。

潜在成長率（＋1.8％）を上回ると

同様に雇用は、
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：通常の失業者に加えて、正規雇用を探しているがパートタイムで働いてい

直近
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直近19年6月

3.7％
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３ヵ月移動平均・３ヵ月前対比年率

平均時給の推移

％から上方修正）、前年比＋

（市場予想前月比＋

％）。労働市場の逼迫が持続するなか、生産性の

市場予想中央値 3.6

が、職探しを諦めた人が労働市場に再参入した影響である。仮に、労働参加率が

3.666％（前月

で推移している。失業率（Ｕ３）は

失業率（Ｕ６

。雇用が労働力人口の増

加ペースを引き続き上回って拡大しており、失業率は低い水準で推移している。 

％）を上回ると

同様に雇用は、緩やかなペースで
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が、職探しを諦めた人が労働市場に再参入した影響である。仮に、労働参加率が

（前月3.620％）

失業率（Ｕ３）は

６）は、7.2％

労働力人口の増

％）を上回ると予想されて

なペースで減
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